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内容 

•環境リサイクル分野の世界の動き 

•福島イノベーションコースト構想の現状 

•サーキュラーエコノミーから見た福島の今後の
展開 

•まとめ 





経済成長と持続可能な開発を達成するためには、私たちが商品や資源を生産、消費する方
法を変えることで、エコロジカル・フットプリント（人間活動が環境に与える負荷を、資源の再生
産および廃棄物の浄化に必要な面積として示した数値）を早急に削減することが必要です。
全世界で最も多くの水が用いられているのは農業で、灌漑だけで人間が使用する淡水全体
の70%近くを占めています。 
 

私たちが共有する天然資源の効率的管理と、有害廃棄物や汚染物の処理方法の改善は、こ
の目標達成に向けた重要な課題です。産業や企業、消費者に廃棄物の発生防止と再利用を
促すことも、同じく重要であるほか、開発途上国が2030年までに、より持続可能な消費パター
ンへと移行できるよう支援する必要もあります。 

気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策を取る 
 

資源循環が直接 
貢献すべき、 
SDGｓの項目 

資源循環が間接
的に貢献できる
SDGｓの項目 

持続可能な消費と生産のパターンを確保する 



CEとIT,IoT、シェアリングエコノミーの融合 

• CEは資源生産性（RE)向上のための低位概念 

• 企業にとってはマネージメントシステムを環境適応するためのツール
になる可能性が高い 

• 実行のためにはIT,IoTを手段として使用し、またシェアリングとも融合
する傾向にある 

• 消費財の個人所有や企業の設備もIT,IoTを使い、“もの”を所有せず
“機能”だけを買う方向がこれからのビジネスの中心になる 

• そうすることで、CEの概念が実現し、資源効率の向上、ならびに低炭
素化が進む 

• 当然IT,IoTプラットフォームビジネスがすべてのサプライチェーンの
Big Dataを取るようになり、その情報が大きな価値を持つようになる 



ESG投資の増大への貢献 

• ESGとは、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の頭文字を取っ
たものです。今日、企業の長期的な成長のためには、ESGが示す3つの観点が必要だと
いう考え方が世界的に広まってきています。一方、ESGの観点が薄い企業は、大きなリ
スクを抱えた企業であり、長期的な成長ができない企業だということを意味します。ESG
の観点は、企業の株主である機関投資家の間で急速に広がってきています。投資の意
思決定において、従来型の財務情報だけを重視するだけでなく、ESGも考慮に入れる手
法は「ESG投資」と呼ばれています。 

•  ESG投資の流れを裏付ける大きな活動のひとつが国連責任投資原則（PRI）です。国
連責任投資原則は、国連機関である国連環境計画（UNEP）と国連グローバル・コンパ
クト（UNGC）が推進しているイニシアチブで、年金基金などアセットオーナーや運用会社
がESG投資を推進していくことを自主的に署名し参加を表明しています。すでに世界
1,500機関以上のアセットオーナーや運用会社などが署名しており、世界最大の年金基
金である日本の年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）も2015年9月に署名をしまし
た。今やESGは特殊な投資手法という位置づけから、一般的な投資手法（メインストリー
ム）へと変貌を遂げようとしています。 

•  日本政府もESG投資を後押ししています。2014年2月に金融庁が発表した「日本版ス
チュワードシップ・コード」、2015年6月に金融庁と東京証券取引所が発表した「コーポ
レートガバナンス・コード」は、ともにESG投資の概念を推進する内容となっています。 
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平成30年度 運営体制 

 
 
福島県 商工労働部産業創出
課 

事務局 

 ふくしま環境・リサイクル関連産業研究会 
会長：東北大学 中村教授 

主催：福島県（商工労働部産業創出課） 

連絡・調整・会議手配、進捗
管理、資料作成等 

オブザーバー 

有識者（中村会長から紹介） 
H27年度 事業化推進会議メンバー 
その他、各ＷＧに特化した関係者 

石炭灰リサイクルの 
事業化ＷＧ 

ＷＧリーダー： 

(一財)石炭灰 
   エネルギーセンター 

小型家電リサイクルの 
事業化ＷＧ 

太陽光パネルリサイクル 
事業化ＷＧ 

浜通り廃棄物処理 
システム構築ＷＧ 

ＷＧリーダー： 

          (株)高良 
ＷＧリーダー： 

  (株)リビングソーラー 
ＷＧリーダー： 

  太平洋セメント(株) 

石炭灰リサイクル製品の販路
拡大・無害化技術の検討 

小型家電リサイクルにおける
福島県認定モデルの構築等
検討 

太陽光パネルリサイクルシス
テムの在り方検討 

浜通りにおける廃棄物処理シ
ステムの在り方検討 

ＷＧ運営委員会 

委員長：中村研究会長 
H27年度 事業化推進会議メンバー 

ＷＧ方向性・運営方法等決定
ＷＧ進捗管理 

 

助言等 相談 



1 地域の再生可能エネルギーの最大活用を目指した下水汚泥処理システムの実用化開発 
(株)IHI H28 H28-30 
相馬市の復興と発展を推進すべく、下水汚泥の処理によってコストの低減や温室効果ガス対策を目指し、合わせて 
地域の系統連系制約に配慮した再生可能エネルギー活用による下水汚泥処理システムの構築、実証事業を提案 
する。 
 
2 新規な環境適合性樹脂の開発 
(株)クレハH28 H28-30 
海洋に浮遊するプラスチックゴミによる海洋汚染はどんどん深刻になってきており、一部の国では規制も始まってい
る。クレハは、万が一海洋に流れ出ても海を汚さない”生分解性プラスチック”を開発し環境汚染を防ぐ。 
 
3 環境配慮型合成樹脂製造プロセスの開発 
(株)クレハH28 H28-30 
合成樹脂の製造において、より環境負荷の小さいプロセスが求められている背景を踏まえ、環境配慮型合成樹脂
製造プロセスの実証開発を目指す。 
 
4 炭素繊維リサイクル技術の実証開発(株) 
クレハ環境H28 H28-30 
炭素繊維の市場急拡大(年率15%)に伴い、廃棄物が大幅に増加しており、環境規制、エネルギー節減などから、 
リサイクルが求められている。上記背景から、炭素繊維の実用的なリサイクル技術を確立し、その実証開発を行う。 
 

福島イノベーションコースト構想 研究開発補助金 採用 テーマ（1） 



5 総合リサイクルセンターの処理スキーム開発 
(株)高良H28 H28-30 
静脈物流のスキームが確立されていないリサイクル困難とされている先端素材等や有用金属の回収が十分で
ない廃棄物等を対象に、浜通りに高効率資源化施設を導入し、リサイクル拠点とすることを目標に技術開発す
る。 
 
7 石炭灰リサイクル製品(再生砕石)製造 
技術の開発福島エコクリート(株)・ (一財)石炭エネルギーセンターH28 ― 

石炭火力発電所から発生する原灰を原料とした石炭灰リサイクル製品の製造・販売事業に必要な技術の開発
および市場動向等の調査研究を行い、福島県浜通り地域での安定した事業展開を目指す。 
 
８ レアメタル含有スクラップからの有価物リサイクル実証事業 
株式会社アサカ理研H28 H28 
航空機部品や加工用工具、高機能製品等の成⾧分野において、今後レアメタル需要の増加が見込まれること
を踏まえ、レアメタルを含有するスクラップから有価物をリサイクルする新技術の実証開発を目指す。 
 
９ 植物由来・持続型資源新素材「ケナフ・ナノセルロース」の混合技術の実用化開発 
トラスト企画株式会社H28 H28 
ナノセルロースは加工に多くのコストがかかる木材を原料にする研究しか行われていないという現状を踏まえ、
加工が容易なケナフを使ったナノセルロースの混合技術の実用化開発を目指す。 

福島イノベーションコースト構想 研究開発補助金 採用 テーマ（1） 



10 日産リーフ使用済みリチウムイオンバッテリーによる電源開発 
日産自動車(株) H29 H29 
本事業の目的は、寿命を迎えた電気自動車日産リーフに搭載されているリチウムイオンバッテ
リーを再利用することである。再利用の用途は、受変電設備の非常用電源とする。 
今年度はいわき工場へ製品導入・実証試験を行い、次年度以降に規格認証や事業化計画策
定を実施する。 
 
11 再生可能エネルギーを活用した乾燥処理システムのエントリモデル実用化開発 
株)IHI H30 H30-32 
相馬市の復興と発展を推進すべく、再生可能エネルギーを活用した乾燥処理システムのエント
リモデルを開発し、初心者が使いやすい機器のパッケージ化により当該課題の解決を加速さ
せる普及機の実証開発を行う。 
 
12 環境配慮型革新的アルミニウム超精密成形技術の開発 
株式会社菊池製作所H30 H30-32 
スマートフォン等の携帯用電子機器の筐体等の精密金属製品を、従来の切削加工とは全く異
なる、エネルギー消費量1/100以下、成形時間1/60とする革新的な低環境負荷で量産可能な
ホットチャンバー精密鋳造技術を開発する。 
 

福島イノベーションコースト構想 研究開発補助金 採用 テーマ（3） 



福島イノベーションコースト構想 研究開発補助金 採用 テーマ（4） 

 
16 生バッテリーを利用した安価な太陽光蓄発電システムおよび遠隔診断再生装置の開発事業 
福島グリーンファームイノベーション合同会社 
H30 H30-32 再生鉛バッテリーとソーラーパネルにより、安価な省電力システムと遠隔監視システムを構築す
る。 
 
17 日産リーフ使用済みリチウムイオン電池を活用したバイパスシステム開発 
フォーアールエナジー株式会社H30 H30-32 
日産リーフの使用済みリチウムイオン電池の性能は個体毎にばらつきが大きいが、本事業で開発するバイパ
スシステムにより無駄なく組み合わせることが可能になる。組み合わせた電池を家庭用及び産業用の蓄電シ
ステムとして実用化を行う。 
 
18 県内発生製紙会社石炭灰の有効活用 
福島エコクリート株式会社H30 H30-32 
製紙会社等の発電設備から発生する石炭混焼灰の特性を調査し、混焼灰を原料としたリサイクル製品の製
造に必要な技術開発を行う。 
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・県内100％リサイクルスキームの実行。「ふくしまリサイクルセンター」構想 
 不燃物処理施設と可燃物処理施設に運ばれ、不燃物処理施設で選別・破砕・洗浄・  
造粒などおこなわれ、再生金属や再生土工資材として、県外出荷。可燃物処理施設に
ついては、バイオマス発電など地産地消のエネルギーとして地域内へ供給。 
・「ふくしまリサイクルセンター構想」と「スマートエコパーク」の融合。 
 

①集約型を想定した場合のリサイクルセンター
としての在り方。 

②福島の特殊事情で経済性の成立の有無。 
③原発付近での建設においての事業の安全性。 
④一廃と産廃の双方処理ができる広域的なリサ

イクルセンターの実現可能かの有無。 

◎除染協議会のデータをベースに、補足調査を実
施。 

 帰還されている地域もあるため、早めの着手検
討。 

◎全ての廃棄物の量及びアウトプット後の状況把
握 

◎南相馬市との協力体制構築 

相双地区にしかできない処理を集積
していきたい。 
福島県の特異性を活かし何ができるか。 

入口出口の戦略のスキームの議論。 

各部門の情報開示の必要性の是非。 

除染協議会の参加による調査結果の共有。 

≪次年度以降の目標≫ 

≪課題・問題点≫ ≪実現に向けた動き≫ 

≪これまでのワーキング・グループ≫ 

相馬港を中心とした構想。 

浜通り地域における廃棄物処理システムの構築WG 
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ITと再生可能エネルギー・資源循環の融合 ⇒ 
ITプラットフォームを活用した 
環境・エネルギー産業の創成 

環境問題の大きな課題   

• 気候変動問題への対応  

• 資源循環 世界的な人口に爆発に対する資源面からの対応ならびに環
境負荷物質の制御 

上記の課題解決には再生可能エネルギーの高度利用と資源循環の組み
合わせによる新しい低炭素資源循環システムをITプラットフォームの上で構
築が必要 

この場合、考え方は大きいが具体的な対応はそれぞれの地域で適した活
動、プロジェクトが必要 

• 両者を同時に検討するテーマとしてLiBのリユースとリサイクルのシステム
ならびに技術開発がいいモデルケースになる 



LIB循環使用の問題点 

• 対象となるLIBの化学組成がバラバラ 

• 正極、負極も種々使用されている 

• LIB組成が決まらないとリサイクルプロセスが決まらない 

 

• 電解質はまだ有機系が主流 

• 廃電池だと問題ないが、セルベースにすると大量輸送の時に危険物
対象となり、輸送コストが高くなる 

• イオウ系全固体電解質電池がいつ実用化するか 

• 2030年 ベースではリサイクル対象LIBはまだ有機系電解質が主体 

リユース・リサイクルどちらにしても取り外し、失活、一次輸送が大きな問題 



http://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/haikibutsu_recycle/jidosha_wg/pdf/046_03_02.pdf 



http://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/haikibutsu_recycle/jidosha_wg/pdf/046_03_02.pdf 
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本田技研工業株式会社 
 阿部 知和氏 



フォーアールバッテリー：日産と住商の合弁会社 LiBのリユース事業を目的としている 









環境研究総合推進費補助金 
循環型社会形成推進研究事業 
総合研究報告書 
本田技研工業株式会社 
 阿部 知和氏 



「IoT技術を活用した効率的３Ｒシステム構築検討会」  

 一部メーカーでは、製品の販売（モノ売り）という事業形態から、IoTを活用した製品の予兆管理に
よる保守点検サービスの販売（コト売り・機能売り）という事業形態へ変化している。 

 IoTを活用したサービスにより最適な運転管理・保守・部品交換等を行うことで、機器設備の故障リ

スクの回避だけでなく、省エネルギー、設備の長寿命化に伴う資源生産性の向上といった資源効
率の大幅な上昇が見込まれる。 

 一部の製造設備等ではIoTを活用したサービスが導入されているものの、ホテル、スーパー等、
サービス業を中心とした都市インフラでは、進んでいないのが現状。 

 IoTを活用したサービスの導入による、資源生産性やCO2削減効果を検証し、都市インフラでの導
入を促進することが必要。 

設立の背景  

機器販売 使用 故障 廃棄 

サービス 
販売 

使用 故障 修理 
（リペア） 

再製造 
（リファービッシュ） 

廃棄 

再利用 
（リユース） 

機器所有者：使用者 

機器所有者：メーカー 

福岡県リサイクル総合研究事業化センターでのIoTプロジェクト資料より 

CEの概念を 
社会実装する 
ために 
2017年に 
福岡県リサイクル 
総合研究事業化 
センター内に設立 
 
今回 

対象としてLiBを考える 



再生可能エネルギー リサイクル産業 

太陽光発電・マイク
ロ水力発電等 

バイオマス発電 

（バーク等） 
溶融炉 

電力 

熱 

各種産業 

住民サービス、農業等 

（排熱利用） 

再生資源 

マテリアル 

リサイクル等 

生活基盤 

ITプラットフォームを活用した環境・エネルギー産業の創成 

IT プラットフォーム 

エネルギー 
貯蔵として 
LiBを検討 

エネルギー 
貯蔵として 
LiBを検討 



まとめ 
• LIBのリサイクルは近未来の環境問題を解決する大きな課題 
• その最大の問題は、解体から一次回収の手間と技術 

• 出力が大きいので、失活と燃焼性・かつ爆発性の有機化合物の存在のた
めに大量にハンドリングする際に危険物の可能性がある 

• できれば解体現場もしくは解体現場に近い1次集積所での失活ならびに
一次処理でその後の輸送を容易にする技術が重要 

• また、２R(Reuse,Recycle)を関連して行える新しい社会システムが必要 現
在のところは自動車再資源化協力機構（JARP)が提案 

• その再検討は不要か？そのための仕組みは国？自工会？電池工業
会？ 

 その際に車載用と小型電子機器用と一緒にするのか別にするのかが大
きな課題 

上記の問題解決をIT,再生可能エネルギー、資源循環を組み合わせることで 
福島モデルを作る 


